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同じく2月にＷｅｂポータルシステム研究部会
の報告として、Ｗｅｂ校正システム推進セミナー

「Web活用が変える営業・制作フロー」を開催しま
した。小ロット・多品種・短納期・低価格化する印
刷業界で、従来と同じやり方で校正や入稿を行っ
ていては利益が出せません。インターネツトやパ
ソコンの環境が整ってきた現在、Webポータル
システムを導入して校正や入稿・発注を実際に行
い、効果を出している先進企業7社を見学させて
いただきその事例を報告させていただきました。

また今年11月に契約更新を迎える「全印工連特
別ライセンスプログラム」事業の説明会を行うと
ともに、参加企業向けのテクニカルセミナーを企
画・開催致します。アドビのクリエイティブクラ
ウドが6月から定価販売になることから、組合員
の方には半額位で提供できる、メリットのある提
案ができると思います。

最後に印刷営業士などの制度教育を地方でも受
講・受験できるようにWebを活用した遠隔教育事
業に着手します。組合員皆さんに価値ある情報提
供を一生懸命させていただきますので、今後共ご
協力・ご支援よろしくお願い致します。

お元気でしょうか、アサプリホールディングス
の松岡です。このたび教育委員会の担当副理事長
を拝命することになりました。お世話になってい
る印刷業界のために、頑張りますのでよろしくお
願い致します。

私は4年間教育委員長として中部地区協議会か
ら全印工連の教育・研修委員会へ行かせていただ
きました。佐竹委員長の下で副委員長とＷｅｂ
ポータルシステム研究部会の部会長をさせていた
だき、大変勉強させていただきました。この経験
と情報をいち早く愛印工組の組合員の皆さんへお
伝えすることが私の使命と考えています。

まず初めに受注1点当たりの工程別の営業見積
りと実際の作業時間との採算の見える化を行い、
その原因を分析して収益改善に繋げる取組を行っ
ています。今年の2月に教育委員会のメンバー 4
社によるゼロから始める「見える化」セミナーを行
い、「見える化」に取り組むにあたりどのような問
題点や効果が得られたか、具体的な数字をもとに
発表していただきました。また今期から第2期生
として新たな教育委員会のメンバー 4社が「見え
る化」に取り組み始めました。来年2月にセミナー
で発表していただきますのでご期待ください。

巻頭言 「組合員にメリットのある情報提供」
副理事長　松岡　祐司
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上期会議の準備をしてきた。愛印工組をはじめ各県工組
の皆さんの力を借りて開会にこぎつけることができた」
と開催に向けての協力に感謝の意を表し、「実りある会議
はもちろんであるが、会員の皆さんの交流にも貢献でき
るように、石川県、そして金沢らしいおもてなしの心を
持って準備をした」と歓迎の挨拶。
　続いて、四橋会長が登壇し、中部地区協への参加と開
催県である石川県工組の準備に謝意を示した後、「この会
議を見てふっと気が付いた。この中に女性が一人もいな
い。今年から全印工連では女性活躍推進室というのが目
玉の委員会として発足した。三重県に一人見えた方も変
わり、とうとうゼロになってしまった。これでは少し問
題があると思う。我々の業界でも、これからは女性にも
大いに活躍をしてもらわなければいけない。この点につ

　上期会議の冒頭、開催県を代表して石川県工組の吉田
克也理事長が挨拶に立ち、「石川県工組は執行部、事務局
の総入れ替えがあり、そのような状況の中で中部地区協

愛知・岐阜・三重・石川・富山から 62 名が出席

各工組との連携、協力体制の一層の強化
経営の安定、持続的な成長・発展へ諸事業を展開

平成26年度上期会議（石川県会議）
■全印工連・中部地区印刷協議会

石川県吉田克也理事長 四橋英児中部地区協会長

　平成26年度中部地区印刷協議会（中部地区協／四橋英児会
長・岐阜県印刷工業組合理事長）の上期会議（石川県会議）が6月
13日午後1時より、石川県金沢市の「ANAクラウンプラザ金沢」
において開催された。全日本印刷工業組合連合会（全印工連）よ
り、木野瀬吉孝副会長（愛知県印刷工業組理事長）、生井義三専
務理事と中部5県（愛知・岐阜・三重・石川・富山）の印刷工業組合
理事長及び役員62名が出席した。全体会議では、全印工連・平

成26年度事業計画を発表、分科会では、5つの分科会と理事長
会が開催され、それぞれ活発な意見交換が行なわれた。（愛印工
組からは、細井俊男、鳥原久資、岡田邦義、松岡祐司各副理事長、
河原善高専務理事、岩瀬清、堀裕史、木村吉伸、山田慎二、吉
川正敏、森俊一郎、北村英一の各理事の12名が出席／敬称略）

石川県会議
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知れないものがある」とCSRへの取り組みの重要性に言
及した。
　全体会議前半では、四橋会長を議長に、議案審議に入
り、「平成25年度収支決算」、「平成26年度予算（案）」が上
程され、原案通り承認された。
　次いで、生井専務理事が全印工連平成26年度事業概
要説明を行なった。（報告事項については別項参照）
　小休止の後、分科会・理事長会に移り、分科会は、①
経営革新・マーケティング分科会、②環境・労務分科会、
③組織・共済分科会、④教育・研修分科会、⑤取引公正化
分科会の５分科会と理事長会が行なわれた。
　全体会議後半では、分科会・理事長会での討議内容の
報告が行なわれた。報告者は次の各氏。経営革新・マー
ケティング分科会／ 田上裕之（石川県常務理事）、環境・
労務分科会／寺田俊之（富山県副理事長）、組織・共済分
科会／ 岩瀬清（愛知県理事）、教育・研修分科会／ 松岡
祐司（愛知県副理事長）、取引公正化分科会／下里善治（三
重県理事）、理事長会／水谷勝也（三重県理事長）。（分科
会の詳報は来月後に掲載）
　分科会報告終了後、閉会の辞を中部地区協の細井俊男
副会長（愛知県工組副理事長）が行ない石川県会議が終了
した。

いて、各県工組の理事長も意識してやっていただきたい。
全印工連の大きな流れを見ながら各県工組も動くことが
大切だと思う」と述べた。
　次いで、全印工連の木野瀬吉孝副会長が挨拶に立ち、
全印工連発刊の「印刷道」にふれ、「印刷道の中で2020年
予想がでている。市場規模の最も悪い予想で26％ダウ
ン、中位予想で17％、上位予想でも9％ダウンである。
そのかわり会社も6,200社減る。1社当たりの売上高は
4.4％アップして、1社当たりの従業員数も2.2％アップ
する。一人当たりの売上高は2.1％アップになっている」
と内容を紹介し、「明日ゴルフをやるといっても天気は変
えることはできないが、未来の数字は変えられる。印刷
業に固執するだけではなく、印刷をコアにして、どんな
業態に取り組むか。それを決めるのはお客様である。お
客様のニーズに応えて、我々はどのようなことをしてい
けばいいのか。私が参考にするのは、お客様や社会の意
見、そして同業者である。彼らと話し合ったり学んだり
することが、私の会社の方針を決めるのに役立ち、それ
をずっと続けてきた。数字に縛られるのではなく、数字
は我々が操作して、我々が勝ち残れるような業界にして
いくことに活用するのが健全な姿ではないかと感じてい
る」と述べた。
　さらに、「島村会長は全印工連の総会で、賦課金がこれ
だけ年々下がり続けても、事業費は上げ続けていると
いった。愛知県工組も同じである。一つひとつの事業を
見直して、健全化をしてサービスをする。我々の仕事も、
一点一点にフォーカスを当てないでどんぶり勘定でやっ
ていたのでは赤字になる。一つひとつ吟味して行なって
いく、そんな工夫をしていけばそれぞれの会社にも活か
せると思う」と述べた。
　また、CSRについて、「CSRは他業界に先んじて印刷業
が取り組んでいる。これを着実に行なっていけば、社会
や会社、さらには、社員一人ひとりに及ぼす影響は計り

木野瀬吉孝全印工連副会長 生田全印工連専務理事
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■産業戦略デザイン室
①成長戦略に関わる振興施策の研究について／昨年発表し

た｢印刷道〜ソリューション･プロバイダーヘの深化〜｣の提
言実現に向け、中小印刷産業の振興に関わる施策の研究を進
める。

②積算基準ならびに積算方法の研究･啓発について／事業
領域が拡大する中、様々な付加価値に対する積算体系は現在
のところ、まだ確立されていない。提供する製品･サービスに
対する適正な対価を得られるようにするため、積算基準なら
びに積算方法の研究を行ない、組合員への啓発に努める。本
事業は一般財団法人経済調査会と連携しながら進めていく。

③印刷業経営動向実態調査の実施および分析について／印
刷業経営動向実態調査は、昨年までの経営革新･マーケティ
ング委員会から当委員会に所管が移った。今年も昨年同様全
組合員を対象とし、Webによる調査を行なう予定。

④海外の業界団体および印刷トレンドの調査、研究につい
て／海外における印刷トレンドの調査･研究を実施し、国内
需要の拙り起こしに活用できる事例がないかを調査する。

⑤｢印刷道｣の普及･啓発について／今年は冊子｢印刷道〜ソ
リューション･プロバイダーヘの深化〜｣の更なる普及･啓発
を図るため、組合支援セミナーとして新規に｢『印刷道』実践
セミナー｣を企画した。講師は㈱ビジネスコミュニケーショ
ン研究所の田中信一氏。講義とワークショップの2本立てで、
所要時間は3時間、冊子｢印刷道｣に掲げられている｢ソリュー
ション･プロバイダー｣ の意義や｢ソリューション･プロバイ
ダーの6類型｣の講義を行ない、その後のワークショップで
は6つの戦略から自社に適合する戦略を選択し、実践につな
げる計画書を策定する。

今年度に限り、費用の一部を全印工連で補助するので、開
催費用は60,000円（税込）となる。但し、交通費実費（宿泊
を伴う場合は宿消費も）は工組負担となる。開催に向けて検
討して欲しい。
■印刷産業連携推進室
①印刷関連業界全体の向上、発展に向けた研究について／

本年度も印刷関連業界全体の成長と発展を目的として、プレ

ゼンテーションや意見･情報交換などを通じ、相互理解をよ
り深める。

②資機材情報をはじめとする各種印刷関連情報の受発信に
ついて／機械、用紙､ インキなどの各メーカーからの資機材
情報に加え、プリプレスやデジタル印刷など最新の技術動向
まで、幅広い情報の受発信に努める。

③各委員会との連携ならびに事業推進支援について／昨年
度は教育･研修委員会と連携して、｢Webポータルシステム研
究部会｣を設置し、その活動報告書（Webを利用した校正シ
ステムの導入事例研究、先進企業視察結果、システム導入に

全印工連・報告事項

際してのポイント･メリット、今後の発展性など）を取り纏め
発表した。本年度も各委員会と連携しながら活動の輪を広げ
て行く。
■女性活躍推進室
①女性が活躍できる環境作りについて／女性ネットワーク

の構築・女性活躍推進の職場風土醸成研究・女性登用や柔軟な
働き方の研究。

平成26年度は早期にアンケート調査を実施し、業界内に
おける女性活躍の現状把握と課題の抽出などを行なう予定。
また、7月25目開催の第１回委員会では、委員会のほかに㈱
フェアリーランド代表の菊地加奈子氏を講師に招いたセミ
ナーを開催し、先進的な女性活躍事例を共有する予定。併せ
て、既存の女性支援団体や関係者との連絡、連携によるネッ
トワーク構築の基礎固めや中小企業庁のママインターンシッ
プ事業への参画なども積極的に行なう予定。

②広報事業について／機関紙の制作発行、メールマガジン
の運用・対外広報活動の研究と推進。

本年度は機関紙およびメールマガジンの役割・目的などの
整理を進める。ある程度形が見えて来た段階で分科会的な組
織を立ち上げ、早い段階で広報活動全般の刷新に向けた準備
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産業戦略デザイン室／印刷産業連携推進室
女性活躍推進室／ CSR推進専門委員会／
資材対策専門委員会／官公需対策協議会

に着手する予定。
■CSR推進専門委員会
①CSRの普及･啓発の推進について／ QCD（品質・コスト・

納期）の競争から企業価値の競争へ、企業の信頼性やCSR（企
業の社会的責任）が問われる中、中小印刷業CSR規格を適宜
見直し、組合支援セミナー及びCSR認定制度説明会の開催支
援など、CSRの一層の普及・啓発に取り組む。

②ワンスター認定の普及拡大とツースター認定制度の運用
準備について／全印工連CSR認定制度の標準認定であるワン
スター認定の普及拡大、2015年6月に認定予定のツースター

認定（上位認定）の運用準備及び周知、スリースター認定（最
上位認定）の制度化に取り組むなど、積極的にCSRを実践す
る企業の成長･発展を支援する。

平成26年度全印工連CSR認定スケジュールは、第5回ワン
スター認定は2月〜 4月、認定登録6月。第6回ワンスター認
定は5月〜７月、認定登録は９月。第７回ワンスター認定は
8月〜 10月、認定登録は12月。第8回ワンスター認定は11
月〜 2015年1月、認定登録は2015年3月。

③全印工達CSR認定制度の周知活動について／ステークホ
ルダー向けCSRマークPR小冊子や認定企業のインタビュー
記事を掲載したニュースレターの配布などを通じて業界内外
への認知度を高め、広く周知を図る。

④アドビコンプライアンス認定事業の推進について／アド
ビライセンス契約ユーザーの法令順守状況を認定する「アド
ビコンプライアンス認定」の周知を図り普及拡大を進める。

⑤クラウドバックアップサービス事業の推進について／災
害など緊急事態に対応するBCPの一環として、印刷会社が保
有するデータをクラウドで管理する「クラウドバックアップ

サービス」の周知を図り、普及拡大を進める。
⑥日本印刷個人情報保護体制認定制度（JPPS）の普及･啓発

について／印刷業界独自の情報マネジメント認証である「日
本印刷個人情報保護体制認定制度（JPPS）」の周知を図り、普
及拡大を進める。
■資材対策専門委員会
①資材供給安定化へ向けての対応について／印刷用紙をは

じめ、印刷関連資材の値上げ等が実施された場合、その情報
収集、対策の協議･立案、業界内外への啓発など、印刷工業
会や日印産連と連携して対応を図る。

②用紙価格等動向調査の実施について／資材動向を鑑み､
価格変動等のタイミングを見て調査を実施する。4月初旬に
実施した調査は、Webを利用しての調査方法に切り替えた
が、回答率が低いため、6月16目まで調査期間を延長し、現
在､ 調査中である。調査項目は、①国産紙の購入価格、②輸
入紙の購入、③用紙購入の見通しと品薄感、④CTP･PS版の
購入価格、⑤CTPの保守契約とその料金など。
■官公需対策協議会
①官公需対策アンケートの調査結果について／今年4月、

平成25年度取り組み状況および26年度の取り組み予定につ
いて、各工組を対象に行なった官公需対策アンケート集約結
果を官公需情報として提供するとともに、今後各工組で最低
制限価格制度導入などの取り組みに向けての参考資料にして
いただきたいと思う。

②印刷用データの所有権および著作権の取り扱いについて
／昨年各工組を通じて各部道府県庁を対象に行なった｢県発
注印刷用データの取り扱いとその2次利用に関するアンケー
トについて、その集約結果を踏まえ、今後官公需対策協議会
幹事会で対応を検討していくとともに、検討結果については
速やかに情報提供を行なっていく。

③全国協議会の開催について／平成27年2月上旬、｢第3回
官公需対策協議会全国協議会｣を開催する予定．今後、全印
工連官公需対策協議会･幹事会で協議テーマおよび運営方法
等について検討していく。
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一般社団法人日本印刷産業機械工業
会では、オフセット印刷の標準色で
あるJapan Colorをもとに認証する

「Japan Color 認証制度」を2009年
に開始し、今年で5年目を迎えた。こ
の間、標準印刷認証の取得工場が100
工場を達成し、本年度は200工場を目
指している。この目標達成のため、さ
らなる啓蒙を計ろうと全国展開で認証
取得セミナーが開催されている。全国
のトップを切って6月18日午後2時か
ら「ウインクあいち」において、「Japan 
Color認証取得セミナー in名古屋」が
開催された。

Japan Color認証制度は、標準印
刷認証、マッチング認証、プルーフ運
用認証、プルーフ機器認証からなり、
認証を取得した企業からは〝標準化に
よる印刷品質の安定〟や〝社員のスキル
アップ〟さらには、〝実際に売り上げ拡
大にも繋がった〟とする企業も見受け
られる。

今回の取得セミナーは、取得のため
のコツとメリットをわかりやすく、事
例を交えて解説が行なわれた。第1部：
Japan Color認証制度の普及と取得
メリット、第2部：認証取得の手順お
よび方法で進められ、第1部では、認
証取得の現状、取得会社の事例、効果

などが紹介された。第2部では、認証
取得で大きなポイントを持つ測色器に
ついて、「測色器の特性を充分に理解し
て使用することが標準化のカギ」とし
た上で、各認証制度の具体的な点につ
いて解説が行なわれた。
●標準印刷認証：対象／印刷会社。

内容／印刷機械のメンテナンスと数値
管理などによって、安定した品質の印
刷物を作成できる工程管理能力につい
ての認証。
●マッチング認証：対象／標準印刷

認証を取得した印刷会社。内容／標準
印刷認証を取得していることを前提に
高度なカラーマネージメント技術を駆
使して、印刷物の色を基準値の許容幅
に適合させることができる能力につい
て認証。
●プルーフ運用認証：対象／デザイ

ン会社および印刷会社など。内容／
個々のプルーフ機器を現場で正しくメ
ンテナンスし、適正に運用することに
より、印刷用の信頼性の高いプルーフ
を安定的に出力することができる能力
を認証。
●プルーフ機器認証：対象／プルー

フ機器メーカーおよびベンダーなど。
内容／信頼性の高いプルーフを安定的
に出力できる能力を持ったプルーフ機

器自体を認証。
Japan Color認証制度のメリット

について、「①企業イメージの向上／
ISO準拠の認証を取得することによ
り、印刷物およびプルーフを作成する
上での高い能力を、日本国内のみなら
ず海外にもアピールすることができ
る。②印刷品質の安定／標準化により、
品質の安定した印刷物がスピーディー
に作成できる。③コストダウン／標準
的な印刷条件を基準に印刷すれば、損
紙は減少し、インキ使用量も削減でき、
生産性向上に繋がるとともに経費削減
を実現できる。④スキルアップ／標準
化を全社的に進めることにより、社員
のスキルアップができる。⑤取引上の
利点／印刷基準が顧客などとの取引条
件や入札条件などになった場合、有利
に取引を行なうことができる」などがあ
るとし、その結果「企業の体質強化」が
計れるとした。

※日本印刷産業機械工業会 
Japan Color 認証制度事務局

〒105-0011　
東京都港区芝公園3-5-8

機械振興会館402-2号室
TEL 03（6809）1617
FAX 03（3434）0301 

■ 日印機工／｢Japan Color認証取得セミナー｣

Japan Color認証取得のコツと
メリットを徹底解説
標準印刷認証／マッチング認証／プルーフ認証／プルーフ運用認証

Japan Color認証制度セミナー



−16− −17− 本文は読みやすい書体「UD新丸ゴ」を使用。

全日本印刷工業組合連合会（島村博之会長／全印工連）が
企業価値向上を目指し昨年度から勧めている｢CSR認定｣制
度。現在、第6回「CSR認定」の募集中で、締切日は7月31
日まで。奮ってご応募下さい。

全印工連では、「QCR（品質・コスト・納期）の競争から企業
価値の競争へ。企業としての信頼性や社会的責任が問われ
る中で、CSR（企業の社会的責任）研究の第一人者である横
浜市立大学の景山教授の監修のもと、中小印刷業CSR規格
を策定し、地域に密着したCSRに取り組み、顧客・社会から
必要とされるパートナーとして成長する企業のCSR認定に
取り組んでいる」とし、認定への参加を呼びかけている。
▼応募資格＝都道府県印刷工業組合に所属する組合員企業
▼募集期間＝締切日7月31日㈭。
※認定登録は9月ごろの予定
▼申請書類＝応募申込書の到着後、全印工連より申請書

類を送付。以下の書類を提出。①CSR取り組み項目チェッ
クリスト、②法令遵守宣誓書（所定様式）、③納税証明書

（税務署が交付した証明書）、④過去3年の行政処分がない
ことの宣誓書（所定書式）、⑤添付書類（CSR取り組み項目
チェックリストで選択した項目を証明する書類）
▼認定の概要＝ワンスター認定はCSR認定の標準認定で

あり、審査機関の横浜市立大学CSRセンターが書類審査を
行ない、外部の有識者で構成する全印工連CSR認定委員会
において認定。認定企業はCSRマークを自社の名刺やホー

ムページ、顧客の印刷製品に表示することができる。認定
取得後は2年ごとに更新審査がある。
▼認定費用・問い合わせは＝全印工連CSR認定事務局

TEL03（3552）4571又はホームページ「全印工連CSR」で
検索。

※2014年3月現在CSR認定企業は69社（ちなみに、愛
印工組における認定会社は、新日本印刷㈱、㈱マルワ、㈱
二和印刷紙業、木野瀬印刷㈱、プリ・テック㈱、半田中央
印刷㈱、豊橋合同印刷㈱の7社）。

　CSRへの取り組みを分かりやすく解説した「戦略的CSR
のご提案」〜持続可能な経営を目指すために〜の第2弾

（Ver.2 ／改訂版）が刊行された。初版と同様にCSRの意
義、CSRの必要性、取り組み方、導入に向けて、CSR取
り組みチェック項目など、CSRへの啓蒙が解説されてい
る。（全印工連ホームページよりダウンロードできます。）

▼全印工連CSR認定制度

第6回
「CSR認定」只今募集中

― 7月31日が締め切り ―
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紙でご愛顧70年

豊山配送センター

名古屋市東区主税町4̶83　　　  〒416̶0018
TEL.052̶931̶2221㈹　FAX.052̶932̶1418

愛知県西春日井郡豊山町豊場
TEL.〈0568〉39 ̶0501

売上高構成比

このほど全日本印刷工業組合（島村博之会長）の経営・マー
ケティングが実施する平成25年度「印刷産業経営動向実態調
査」の結果が発表された。今回の調査では、Webベースの調
査票に変更し、調査対象を全組合員へと拡大させ、567社（回
収率10.6％）から回答を得ることができた。手軽に回答でき
るWebでの調査が効したのか、前年度に比べ140社近い回
答増となった。

※ ※ ※
今回の調査結果では、回答企業の平均従業員数は41.7人。

前年度までは、60人ほどを維持していたことを考えると、
事業規模の比較的小さい企業からの回答数が伸びていること
がうかがえる。

◦売上高／前年比6.8％の増加、一人平均1814万9000円
◦加工高／前年比0.3％の減少、一人平均880万8000円
◦純加工高／前年比12.1％の減少、一人平均692万円
◦経営利益率／今年度は3.4％まで増加（前年度は2.5％）
また、売上高に占める材料費は22.7％となり、前年比0.6％

の減少、外注加工費は21.4％となり、前年比0.6％の増加
であった。人件費は一人平均402万6000円で、前年比より
13.1％減少という結果となった。

今回から「経営戦略アンケート」を新たに設け、経営動向
をさらに堀下げた調査を行なった。その中で、「過去に事業

領域を変えた時期」についての回答では、全体の61％が何ら
かの形で事業ドメインの再定義を行なっている。そのうち、

「少し」または「大きく」変えたいという回答から、そのタイミ
ングを見ると3年前と10年前の比率が高く、その内訳として
ITバブルの影響やリーマンショックが契機となったことがう
かがえる。実際の取り組みでは、「ポストプレス部門で製本
加工設備を導入した企業」が、62.9％まで上っていることか
ら、内製化への動きが高まっていることが分かる。また、「プ
リプレス部門において、デザイン部門や企画部門を強化して
いる」という例が多く、「プレス部門では、デジタル印刷機を
導入した」という回答が49％と目立つ結果となった。このほ
かに、印刷関連以外の分野において、「WEB制作を強化した」

（37.2％）、「商品開発を強化した」（32.5％）という比率が高く
見られ、自社で取り扱うメディアの拡大や独自商材による提
案など、方向性に関して試行錯誤がうかがえる。
「今後の戦略における目指す方向性」については、「印刷業を

中心に業態を変えて行く」が31.5％と最も多く見られ、成長
分野として「Web to print」（44.3％）、電子書籍（26.6％）、
パッケージ（20.0％）と続く。また、そのために必要な要素
として、企業が社員に求める高い専門性では、プリプレスと
システム開発がそれぞれ30％を超える結果となり、各企業
が成長へ繋がると期待が持たれていることが分かる。

経常利益率3.4％に増加
事業を再定義、内製化の動き高まる

■全印工連／
経営動向実態調査
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過度な負担になっている取引慣行事例

― 2― ― 3―

　印刷工程は、デザインや製版といった印刷前工程
や光沢加工や製本といった印刷後工程などの専門事
業者による分業化が進んでいる。従って、業界の中
での事業者間取引が多いのが実態である。また、印
刷工程間取引の他、自社工場の稼動状況などにより、
自社で対応しきれない作業を同業者に依頼すると
いった同業者取引も盛んに行なわれている。
　中小印刷業の業界団体である全日本印刷工業組合
連合会の調査によれば、印刷業の受注先の業種別売
上高は同業（印刷業）との取引が、「卸売・小売・飲
食店」との取引についで多く、全体の13.6％（平成
24年度）を占めている。この中には、中小事業者同
士の取引も多く、下請法における下請取引には該当
しないケースもあるが、業界内での取引が多いこと
は印刷業界の取引特性といえる。
　＜取引実態における問題点＞
　ガイドライン策定に先立ち、印刷業界の取引実態
を調査、その結果、次のような問題点が指摘された。
　①当事者双方の協議による取引条件の決定、発注
書の交付、取引基本契約の締結がなされていないケ
ースがある。
　②発注時に発注内容や代金が確定していない取引
がある。
　③発注内容の変更は多いが、発注書面が発行され
ていないことがある。
　④受注者の責によらない受領拒否・返品・やり直
しが少なからず発生している。
　⑤「ユーザー（発注者の顧客）」からの要請で下請
事業者に過度な負担が生じることがある。

　印刷業取引では、業界特性として「納期を優先さ
せるため、ユーザーの仕様の詳細が決まっていない
段階で作業に着手せざるを得ない」ケースや、発注
後に「発注内容の変更」がされるケースが少なから
ずある。また、ユーザーの予算などの都合で、最終
的に下請事業者に下請代金の減額要請などの過度な
負担が生じるなど、川上の取引が下請事業者に影響
を及ぼすこともある。
　さらに、発注書などの書類交付については、特に
小規模事業者の受注時及び発注時に実施されていな
いことが多く見受けられる。これには小規模事業者
間の取引も含まれるため、必ずしも下請法上におけ
る下請取引に該当するものではないが、「当事者双方
の協議による取引条件の決定」や「書類による条件
確認」は、適正取引実現の基本になるので履行を徹
底すべきである。
　そのほか、取引実態調査では「過度な負担になっ
ている取引慣行」の具体的事例を提示して、自社の
取引で該当するものがあるかどうか聞いた。下請法
で禁止されている「買いたたき」に該当するような
取引実態も多くの事業者で指摘されている。また、
問題事例の該当については、印刷前工程事業者、印
刷後工程事業者、一般印刷事業者、特殊印刷事業者
など、業種間で差異がみられ、取引上の問題点でも
業種特性があることが伺われる。
　

〔Ⅱ〕下請法の全体構造

　どのような取引に下請法が適用されるのか（下請

〔Ⅰ〕印刷産業の業界構造と取引実態

　■印刷産業の業界構造
　印刷産業の市場規模と参入事業者数は、市場規模
は約７兆円、参入事業者は約２万6,000社の巨大市場
である。参入事業者は、中小企業が圧倒的に多く、
従業員数30人未満の事業者が全体の90％以上を占め
ている。業界構造は、印刷工程を行なう印刷事業者
の他、前工程にあたる製版、後工程にあたる製本加
工、光沢加工などの印刷工程以外の各工程において
も、それぞれの専業者がおり独自の業態を形成して
いる。需要分野は、印刷産業は出版印刷物やカタロ
グ・パンフレット、チラシ、ポスターなどの商業印
刷物のような一般印刷物の他に、帳票（ビジネスフォ
ーム）、シール・ラベル、フィルム包装材、建材、工
業品（TV、PC、携帯電話、自動車部品他）など、
その需要分野は多岐にわたる。上記のような需要分
野に対応する印刷方式はそれぞれ異なっており、オ
フセット印刷、グラビア印刷、凸版印刷、スクリー

ン印刷などが代表的な印刷方式になる。一部の大手
を除く大半の印刷会社は、この各印刷方式の専業者
であり、それぞれ独自の業界を形成している。
　■印刷産業の取引特性と取引実態の問題点
　＜印刷産業の取引特性＞
　経済産業省の経済センサス活動調査「産業別集計
（製造業）「産業編」（平成24年版）」によれば、印
刷・同関連産業の総事業所数は26,145件で、そのう
ち従業者10人以下の小規模事業所が８割近くを占め
ている。一方で売上高が１兆円を超す大手事業者も
あり、大手事業者と小規模事業者が混在する業界構
造となっている。
　下請取引という面では、出版や商業印刷などの顧
客から大手印刷事業者が受注して、その工程の一部
あるいは全部を下請事業者に発注したり、顧客から
直接下請事業者が受注するといったケースがある。
大手印刷事業者は、大口顧客と直接取引を行なって
いる上に売上シェアも高く、業界における影響力は
多大であるといえる。

　経済産業省では、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に向けて、印刷業界向けの消費税の転嫁を拒
否する行為などに関する想定例や、法令上の留意点などを追加した「印刷業における下請適正取引な
どの推進のためのガイドライン」（平成26年３月改訂）を発表した。このガイドラインから取引段階で
問題となる恐れのある取引事例を中心に、主だった項目を抽出し参考に供した。なお、中小企業庁で
は５月から業種別下請ガイドラインの説明会や親事業者叉は下請事業者が属する組合・業界団体など
を対象に出張説明会を実施するとしている。

業種別下請ガイドラインの説明会（組合・業界団体など）を実施

■経済産業省：印刷業の下請取引ガイドライン

「印刷業における下請適正取引などの
推進のためのガイドライン」の改訂

親事業者の４つの遵守義務（書面の交付、支払期日
の定め、書類の作成・保存、遅延利息の支払）と11
の禁止事項（受領拒否、下請代金の支払遅延、減額、
返品、買いたたきの禁止、購入の強制、報復措置、
割引困難な手形など）

「過度な負担になっている取引慣行事例」で自社にも該当するもの� ［印刷関連事業者n＝452］（単位：％）

資料：平成21年度印刷産業取引実態調査（印刷産業下請適正取引ガイドライン策定検討委員会）

※一般印刷事業者／総合印
刷、商業印刷、出版印刷、
特殊印刷事業者／証券・カ
ード印刷、ビジネスフォー
ム印刷、シール・ラベル印
刷、包装材印刷、スクリー
ン印刷
印刷前工程事業者／デザイ
ン・企画、製版など
印刷後工程事業者印刷加
工、製本など

経済産業省発表の改訂｢印刷業界における下請適正取引ガ
イドライン｣では、印刷産業の取引特性と取引実態の問題点
を挙げている。その中で、「過度な負担になっている取引慣行
事例」として、問題となる取引事例が紹介されているので表
1に示した。

下請適正取引ガイドラインの構成は、①下請け法の趣旨、
本ガイドラインの目的、②印刷産業の業界構造と取引実態、
③下請法の全体構造、④印刷産業下請ガイドライン（見積・発
注段階／発注変更段階／受領段階／支払段階／下請事業者へ
の要請／その他）からなっている。

ガイドラインの中に追記された項目は、転嫁拒否行為（減
額／買いたたき／商品購入・役務利用・利益提供の要請／本体
価格での交渉の拒否／報復行為）で、問題となり得る特定事
業者による具体的な点は次のようになる。
□減額　合理的な理由なく、既に取り決められた対価から

事後的に減じて支払うこと。
◦顧客から代金を値切られたという理由で、印刷会社が取

引先に支払う対価から消費税率引き上げ分を減じる場合。
◦受注者の責任以外の理由で、発注時に取り決めした代金

を減額することがあると回答した事業者は全体の23％。代
金減額の理由としては、「顧客から減額の要請を受けたため」
が6割を占め、顧客からの無理な要請による過度な負担が下
請事業者にも及んでいる構図となっている。
□買いたたき　合理的な理由な

く、消費税率引き上げ前の対価に
消費税率引き上げ分を上乗せした
額よりも低く対価の額を定めること。
◦取引先のコスト削減効果など

の合理的な理由がないにもかかわ
らず、値引きを要求し、消費税率
引き上げ前の対価に消費税率引き
上げ分を上乗せした額よりも低い
対価を定める場合。

□印刷業界における下請け適正取引ガイドライン
― 改訂のポイント ―� 経済産業省

◦発注当初想定した印刷部数で下請事業者の単価を設定し
発注したが、その後、作業途中で印刷部数が減少となった。
部数変更により単価が上昇したが、請求単価の見直しが認め
られない。

◦取引先の都合による原稿変更による校正の直しの増加。
校正回数の増加が価格に反映されない。
□商品購入、役務利用又は利益提供の要請　消費税率分を

上乗せする代わりに、自己の指定する商品を購入させ、若し
くは、自己の指定する役務を利用させ、又は、自己のために
金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。

◦消費税率引き上げ分を上乗せする代わりに、取引先に対
し、自社の顧客が扱っているイベントチケットの購入を要請
する場合。
□本体価格での交渉の拒否　商品又は役務の供給の対価に

係る交渉において、消費税を含まない価格を用いる旨の特定
供給事業者からの申し出を拒むこと。

◦取引先が本体価格と消費税額を別々に記載した見積書な
どを提出したため、本体価格に消費税額を加えた総額のみを
記載した見積書などを再度提出させる場合。

※ガイドラインの詳細な解説は中小企業庁ホームページ
（http://www.chusho.meti.go.jp）を参照。
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補助金制度の仕組み

■詳細は、一般社団法人ESCO推進
協議会・エコリース促進事業部／東
京都千代田区平河町2-5-5　
TEL03（5212）1606まで。
http : //www. jaesco .or . jp/
eclease-promotion/

■名古屋商工会議所「省エネ・環境施策説明会」より

エコリース促進事業
省エネ性能に優れた機器をリースで
導入の場合、補助金制度の活用を！

【補助金制度の概要】
エコリース促進事業とは、地球温暖化対策を目的に、一定

の基準を満たす再生可能エネルギー設備や産業用機械、業務
用設備などの低炭素機器をリースで導入した際に補助を行な
う補助金制度。制度の仕組みは、次のようになります。

□補助金額は補助金の対象となる低炭素機器部分のリース
料総額の3％または5％。

□低炭素機器の内、節電効果が高い製品群は補助率5％が
適用されます。

□補助金申請は環境省から指定を受けた指定リース事業者
が行ないます。そのため、リース先では補助金申請の手続き
は必要ありません。ただし、リース契約時に補助金全額をリー
ス料低減に充当するという内容の特約などを交わすことが条
件となります。（本制度では導入機器によるCO2削減などの
モニタリング報告は必要ありません）。
【利用要件】
補助金の申請には以下の要件を満たす必要があります。

■対象となるリース先
□対象リース先は個人事業主、中小企業または中堅企業、

家庭（個人）であること。政府機関、地方公共団体またはこれ
に準ずる機関でないこと。
■対象となるリース契約
□環境省が定める基準を満たす低炭素機器に係る契約で、

リース期間中の途中解約または解除が原則できない契約であ
ること。また、所有権移転外リース取引であること。（ただし、
購入選択権付きリース取引について、リース期間の中途に購
入選択権が付与されている契約は対象外）。

□リース期間が法定耐用年数の70％以上（10年以上は
60％以上）の契約であること。ただし、リース期間が3年以
上の契約であること。

□日本国内に低炭素機器を設置する契約で、中古品の低炭
素機器をリースする契約でないこと。

□国による他の機器購入での補助金を受けた契約でないこ
と。（経済産業省の低炭素リース信用保険制度との併用は可）。

□1リース契約の補助金の対象となる低炭素機器部分の
リース料の総額が2億円以内、かつ、事業者は300万円以上、
家庭（個人）は65万円以上であること。
■対象となる低炭素機器
□環境省が定める基準を満たす低炭素機器であること。
□家庭（個人）の対象機器は、｢太陽光発電｣、「風力発電」、｢水

力発電｣、｢太陽熱利用｣、｢地中熱利用｣、｢燃料電池｣。
■補助金のスケジュール
□受付期限／補助金申し込み書類の受付期限：平成27年2

月27日、補助金交付申請書類の受付期限：平成27年3月6日、
補助金実績報告書類の受付期限：平成27年3月18日。
■補助金の交付申請に必要な書類
補助金申込書、補助金交付申請書、補助金実績報告書など。

　名古屋商工会議所では5月20日同所において｢平成26年度事業
者向け省エネ・環境施策説明会｣を開催した。説明会は、国・愛知県・
名古屋市の各担当者を講師に、省エネをはじめとした環境施策で
の補助金についての報告が行なわれた。この中から、環境省の｢
エコリース促進事業｣を紹介してみる。
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●身近な催し物のお知らせ（愛印工組関係）

●身近な催し物のお知らせ（関連）

開催日時 事業・行事、場所、備考

8月26日㈫・
8月27日㈬
9：30 〜

17：30

事 業 名 印刷会社の社員研修会
製作・webコンテンツコースの講座

場 所 メディアージュ 愛知
参 加 費 54,000円（2日間）
申込期日 8月8日㈮

9月7日㈰

事 業 名 平成26年  従業員・家族合同レクリエーション大会
場 所 郡上八幡　謎解き探検隊！
参 加 費 大　人：3,500円　子　供：3,000円
定 員 240名 申込期日 8月1日㈮
備 考 ※会社・支部でのバス貸切1台につき 108,000円

9月13日㈯

10：00 〜
16：30

事 業 名 MUD教育検定　3級
場 所 ウインクあいち　1201会議室

参 加 費 組合員：13,500円　
一　般：15,000円　学　生：5,000円

申込期日 8月27日㈬

9月19日㈮

事 業 名 全印工連特別ライセンスプログラム2014 
新規契約及び更新説明会

場 所 ウインクあいち　1102会議室
参 加 費 無料 定 員 90名
備 考 ※詳細決定次第ご案内いたします。

開催日時 事業・行事、場所、備考

8月28日㈭
13：00 ～ 17：30

事 業 名
日本印刷学会中部支部 夏季印刷セミナー

「一過性に終わらせない利益改善」
日本印刷学会中部支部

場 所 名古屋市工業研究所　
電子技術総合センター 1階 視聴覚室

参 加 費 会　費：5,000円（会員以外 7,000円)
定　 員 50名
申込期日 定員になり次第締め切ります。

本年度の従業員・家族合同レクリエーション大会は、郡上
八幡体験型の謎解き探検・ウオーキングの日帰りバス旅行で
す。清流と名水の城下町・郡上八幡を舞台とした古い街並み
を歩きながら、探検の書と探検の地図を使って、郡上の歴史
を学びます。

●日　時：平成26年9月7日㈰雨天決行
●行　先：岐阜県美濃市／郡上八幡探検隊とウオーキング
●参加費：大人（中学生以上）1人3,500円

小人（小学生以下）1人3,000円
（但し、昼食と座席が不要の乳幼児は無料）
※参加費は昼食代（1,000円分食事券）を含む。

●募 集 人 数：240人　※先着順に受付
●申込締切日：平成26年8月1日㈮
●スケジュール
栄・テレビ塔（8：30集合）⇒最寄インター（名古屋高速・名

神・東海北陸道）⇒長良川SA（休憩15分）⇒東海北陸道・郡上
八幡IC⇒郡上八幡（謎解き探検隊〜皆で協力して謎解き！古
い街並み歩き・食べ歩きも魅力〜）10：45 〜 15：00（探検隊・
昼食・散歩）⇒郡上八幡IC⇒関SA（休憩15分）⇒最寄IC⇒栄・
テレビ塔17：30頃帰着

※お得な食べ歩きクーポン付き（探検途中にソフトクリー
ムや五平餅をおやつに）。

※探検隊クリアに関わらず、参加者全員にお土産をプレゼ
ント。
●問合わせ・申込み先
愛印工組（TEL052-962-5771、FAX052-951-0569）
担当：高屋・伊藤まで

日本印刷学会中部支部（三浦隆司支部長）では、愛印工、岐
阜印工、三重印工、GC中部共催により、8月28日名古屋市
工業研究所において、夏季「印刷セミナー」を開催する。
◦日時：8月28日㈭13：00 〜 17：30
◦場所：名古屋市工業研究所 電子技術総合センター 1F視聴覚室
◦会費：会員5,000円（印刷学会、共催団体会員を含む）
　　　  会員外7,000円
◦定員：50名
◦申し込み方法：日本印刷学会中部支部にFAXで。

FAX052（951）0569まで
◦演題：①一過性に終わらせない利益改善／改善と継続と

利益創出へ、尋常ではない機会損出額の発見　講師：㈱トー
ク社長山本徳太郎氏
◦演題：②印刷機械周りの節電対策／生産量を下げないで

稼働率を上げる印刷機械の電力消費料の可視化　講師：㈱小
森コーポレーション東日本サービス部電気課松川良平氏
◦演題：③講義内容の補足と質疑応答　コーディネーター

高木茂男氏、講師：山本徳太郎、松川良平の両氏
◦見学・説明会：3Dプリンターの実機見学・説明会　名古屋

市工業研究所システム技術部電子技術研究室岩間由希氏

■夏季「印刷セミナー」の案内
印刷工場の省エネ・節電から利益創出へ／
一過性に終わらせない利益改善

平成26年度従業員・
家族合同レクリエーション大会案内
「郡上八幡　謎解き探検隊！」

日帰りバス旅行
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議ご苦労様でした。□CSR認定の締切日

が7月31日でまだ時間があります。ワンス

ター認定は標準認定ですので、「CSR取り

組みチェック項目」の書類申請が主になり、

作成はそれほど面倒ではないと思います。

CSRは顧客・社会から必要とされています

ので、早めの取得をおすすめします。

▪中部地区印刷協議会が石川県工組の担当

により金沢市で開催されました。全印工連

の事業計画、各委員会の活動報告が行なわ

れましたので詳報しました。当組合から

は副理事長はじめ役員の方々 14名が参加

しました。全体会議・分科会と長時間の会

 ■訃報

◦出展見込：出展総数330社、出展小間数
2,740小間、来場者総数50,000人
□イベント概要
①＋Session（特別講演、パネルディス

カッション、セミナー）＝様々なテーマのも
と、100本以上の特別講演、パネルディス
カッション、セミナーなどのイベントを開
催。最新印刷技術の動向や印刷に関わるマー
ケティング、業態変革、新規事業等のビジ
ネスに直結するテーマを用意。

②＋Tour（見学ツアー）＝会場内を実際に
見学するツアーを5,000人規模で行ない、
様々なカテゴリーやテーマ毎にツアーを企
画。海外来場者のツアーコースも用意。

③＋Live Studio（ライブイベントスポッ
ト）＝展示の見所やトピックスを分かりやす
く紹介し、展示会全体の把握に務める。また、
見落とされがちな小規模展示や新しいカテ
ゴリーの展示にスポットをあてる。

④＋Future（次世代印刷技術、新カテゴ
リーコーナー）＝3Dプリンター、プリンテッ
ド・エレクトロニクス、次世代インクジェッ

印刷機材団体協議会（宮腰巖会長）は、
2015年9月に開催する国際総合印刷機材展

「IGAS2015」の概要を発表した。
宮 腰 会 長は、「IGAS2015は 東 京ビッグ

サイトの東館を使用して開催する。今回は
「Print＋innovation プリントテクノロジー
のさらなる挑戦！」を統一テーマとした。
テーマには、テクノロジーとコミュニケー
ションのイノベーションを果敢に実行する
という意味が込められている。イノベーショ
ンを起こすための最新技術やソリューショ
ン、さらには印刷産業の展望へと繋がる可
能性をグローバルな視点で提案したい。従
来の印刷機材展にとどまらず、印刷会社だ
けではなく、発注者やユーザーも巻き込ん
だ、印刷における課題解決・コミュニケー
ション展を目指す」とコメント。

□IGAS2015
◦主 催：印刷機材団体協議会
◦開催期間：2015年9月11日㈮〜 16日㈬

6日間
◦開催時間：午前10時〜午後5時
◦入 場 料：当日2,000円、事前登録無料
◦会 場：東京ビッグサイト（東館）

■GP工場認定
豊橋合同印刷㈱GP認定工場に！
豊橋合同印刷㈱（岩瀬清社長）本社・工場

が、日印産連が行なっているグリーンプリ
ンティング認定制度において、第32回グ
リーンプリンティング認定委員会からGP認
定工場に認定された。認定有効期限は平成
29年6月30日。
■人事異動
愛知印刷・新社長に竹山極氏が就任
愛知印刷㈱（名古屋市中川区八熊）では、

このたび代表取締役富永康文氏が退任し代
表取締役会長に就任。新たに代表取締役社
長に竹山極氏が就任した。

あいち印刷㈱代表取締役尾崎篤司氏のご
母堂尾崎カツ様が6月17日ご逝去されまし
た。哀悼の意を表し、謹んでご冥福をお祈
りいたします。

ト、ナノテクノロジーなどの最先端技術、
ビジネスモデル な ど の 効 果 的 なプレゼン
テーションの場を設ける。

⑤＋International（海外出展者及び来場
者のためのビジネスマッチング）＝海外来場
者に対して、様々な情報提供と「おもてな
し」を行なう。英語、中国語、韓国語のほか、
インドネシア、マレーシア、タイ等からの
来場者にも対応する。
□WEBサイト＝www.igas-tokyo.jp

■国際総合印刷機材展「IGAS2015」開催
「Print＋innovation
〜プリントテクノロジーのさらなる挑戦！〜」を統一テーマに

東京ビッグサイト　2015年9月11日㈮〜 9 月16日㈬

編 集 だ よ り
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